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1 検討事項 

情報通信審議会情報通信技術分科会電波利用環境委員会(以下、「委員会」

という。)は、電気通信技術審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員会

(CISPR)の諸規格について」に基づき、「広帯域電力線搬送通信設備の屋外利

用に係る許容値及び測定法」について検討を行った。 

 

2 委員会の構成 

委員会は、検討の促進を図るために委員会の下に設置された高速電力線搬

送通信設備作業班（以下、「作業班」という。）で検討を行った。 

委員会及び作業班の構成は、それぞれ別表1及び別表2のとおりである。 

 

3 検討経過 

検討経過は次のとおりである。 

 

(1) 電波利用環境委員会 

 

ア 第1回（平成23年2月14日） 

「広帯域電力線搬送通信設備の屋外利用に係る許容値及び測定法」

について、委員会において、運営方法に関する検討を行ったほか、検

討の促進を図るため、作業班を設置し、主任を指名した。 

 

イ 第7回（平成24年７月３日） 

作業班の報告を基に、「広帯域電力線搬送通信設備の屋外利用に係

る許容値及び測定法」に関する検討が行われた。 

 

(2) 電波利用環境委員会 高速電力線搬送通信作業班 

 

ア 第1回（平成23年3月11日） 

 作業班の設置及び主任の指名について説明があり、主任代理及び構

成員の指名並びにスケジュールについて確認等が行われた。また、検

討対象とする屋外広帯域電力線搬送通信設備（以下「電力線搬送通信」

を「PLC」という。）の提案について説明が行われた。 

 



2 
 

イ 第2回（平成23年5月31日） 

 広帯域PLC設備の屋外利用に当たっての放射ノイズの測定結果等に

ついて報告があり、屋外PLC設備と他の無線機器との共存方法等に関

する検討が行われた。 

 諸外国の規制の現状について報告があった。 

 

ウ 第3回（平成23年7月20日） 

 屋外PLC設備の漏えい電磁界及び電流分布のシミュレーション（Ｆ

Ｉ法）結果等について報告があり、屋外PLCと他の無線機器との共存

方法等に関する検討が行われた。 

 

エ 第4回（平成23年9月20日） 

 構成員からの提案に基づき、屋外PLC装置の型式指定の対象、許容

値案、測定法案及び屋外実証実験計画案等について検討が行われた。 

 

オ 第5回（平成23年11月8日） 

 屋外での実証実験について、実験手順及び場所等実施計画について

検討した。また、提案された屋外PLCの許容値及び測定法案について、

メリット・デメリットの比較検討を行った。 

 

カ 第6回（平成24年1月13日） 

屋外PLC設備による妨害波のシミュレーション（モーメント法）の

結果について報告があった。 

許容値及び測定法案について検討され、コモンモード電流で規制す

ることで了承された。 

 

キ 第7回（平成24年2月29日） 

 シミュレーション（モーメント法）による検討を進めるため、電波

暗室での実測との比較を行った。 

屋外での実証実験について、主な結果に関する報告を行い、今後の

分析方法について検討した。 

 

ク 第8回（平成24年3月27日） 

ユースケースに基づく各種の配線モデルについて、コモンモード電

流と漏えい電磁界のシミュレーション（モーメント法）の結果に関す

る報告があった。 
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また、実証実験の分析を踏まえた許容値案について報告が行われる

とともに、それを取り入れた報告案の提案があった。 

 

ケ 第9回（平成24年6月4日） 

前回作業班における検討内容を踏まえ、分析結果等再整理した報告

案について検討され、取りまとめられた。 
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4 検討概要 

 

 

※ 検討概要は、作業班報告と同じ 

 

 

5 検討結果 

検討の結果、別添のとおり電気通信技術審議会諮問第３号「国際無線障害

特別委員会(CISPR)の諸規格について」のうち「広帯域PLC設備の屋外利用に

係る許容値及び測定法」について、一部答申(案)を取りまとめた。 

  

 



 
 

 
 

情報通信審議会 情報通信技術分科会 電波利用環境委員会 構成員 
 

（敬称略、専門委員は五十音順 平成24年４月１日現在） 

 氏 名 主 要 現 職 

主  査 藤原
ふじわら

 修
おさむ

 名古屋工業大学 総合工学プロジェクト研究所 プロジェクト教授 

専門委員 雨宮
あめみや

 不二雄
ふ じ お

 
ＮＴＴアドバンステクノロジ（株）ネットワークシステム事業本部 

主幹担当部長 

〃 安藤
あんどう

 真
まこと

 東京工業大学大学院 理工学研究科 教授 

〃 井上
いのうえ

 正弘
まさひろ

 （一社）KEC関西電子工業振興センター 

〃 上野
う え の

 照
しょう

剛
ごう

 九州大学大学院工学研究科 特任教授 

〃 熊田
く ま だ

 亜紀子
あ き こ

 東京大学大学院工学系研究科 電気系工学専攻 准教授 

〃 黒田
く ろ だ

 道子
み ち こ

 東京工科大学コンピュータサイエンス学部 学部長 

〃 篠塚
しのづか

 隆
たかし

 (独)情報通信研究機構 電磁波計測研究所 電磁環境研究室 

〃 清水
し み ず

 久
ひさ

恵
え

 北海道工業大学医療工学部医療福祉工学科 教授 

〃 白井
し ら い

 智之
ともゆき

 
社会福祉法人名古屋市総合リハビリテーション事業団 

総合リハビリテーションセンター長 

〃 多氣
た き

 昌生
ま さ お

 首都大学東京大学院理工学研究科 教授 

〃 田中
た な か

 謙
けん

治
じ

 (財)テレコムエンジニアリングセンター 理事 

〃 塚原
つかはら

 仁
ひとし

 日産自動車（株） 電子システム開発部 電子信頼性グループ主査 

〃 徳田
と く だ

 正満
まさみつ

 
東京大学大学院新領域創成科学研究科 先端エネルギー工学専攻 

大崎研究室 客員共同研究員 

〃 野島
の じ ま

 俊
とし

雄
お

 北海道大学大学院情報科学研究科 メディアネットワーク専攻 教授 

〃 長谷山
は せ や ま

 美紀
み き

 北海道大学大学院情報科学研究科 教授 

〃 林
はやし

 亮司
りょうじ

 三菱電機（株）情報技術総合研究所 光・マイクロ波回路技術部専任 

〃 福永
ふくなが

 香
かおり

 
(独)情報通信研究機構 電磁波計測研究所 電磁環境研究室 

研究マネージャー 

〃 堀
ほり

 和行
かずゆき

 ソニー（株）品質センター コンプライアンス推進Ｇｐ課長 

〃 吉川
よしかわ

 萬
ま

里子
り こ

 (社)全国消費生活相談員協会 専務理事 

〃 渡邊
わたなべ

 聡一
そういち

 
(独)情報通信研究機構 電磁波計測研究所 電磁環境研究室 

研究マネージャー 

（計 21 名） 
 

別表 1 

 



 
 

 

高速電力線搬送通信設備作業班 構成員 

 

（敬称略、構成員は五十音順） 

氏 名 主 要 現 職 

主  任 上
かみ

 芳夫
よしお

 電気通信大学 産学官連携センター 特任教授 

主任代理 雨宮
あめみや

 不二雄
ふ じ お

 
NTT アドバンステクノロジ（株）ネットワークシステム事業本部システム開発ビ
ジネスユニット EMCチーム主幹担当部長(CISPR I作業班主任) 

構成員 内山
うちやま

 昌洋
まさひろ

 パナソニックシステムネットワークス（株）技術統括グループ （第９回） 

〃 大石
おおいし

 雅
まさ

寿
とし

 国立天文台天文データセンター准教授 （～第６回） 

〃 長部
おさべ

 邦
くに

廣
ひろ

 (株)電磁環境試験所認定センター認定業務部長 

〃 小瀬木
お ぜ き

 滋
しげる

 (独)電子航法研究所機上等技術領域上席研究員 

〃 鏡
かがみ

 弘
ひろ

義
よし

 国土交通省航空局管制保安部管制技術課長 

〃 金井
かない

 義和
よしかず

 東京電力(株)電子通信部長 

〃 北地
きたじ

 西峰
せいほう

 
パナソニックシステムネットワークス（株）技術統括グループ （～第８回） 
高速電力線通信推進協議会運営委員会委員長 （第９回） 

〃 齋藤
さいとう

 清
きよ

貴
たか

 高速電力線通信推進協議会運営委員会委員長 （～第８回） 

〃 佐々木
さ さ き

 伸
しん

 (社)全国漁業無線協会業務部長 

〃 篠塚
しのづか

 隆
たかし

 (独)情報通信研究機構 電磁波計測研究所 電磁環境研究室(CISPR A作業班主任) 

〃 資宗
すけむね

 克
よし

行
ゆき

 (一社)情報通信ネットワーク産業協会専務理事 

〃 高橋
たかはし

 玲王奈
れ お な

 (株)日経ラジオ社編成センター長補佐 

〃 多氣
た き

 昌生
まさお

 首都大学東京大学院理工学研究科教授 

〃 塚原
つかはら

 仁
ひとし

 
日産自動車(株)電子・電動要素開発本部 電子システム開発部  
電子信頼性グループ主査(CISPR D作業班主任) 

〃 坪上
つぼうえ

 浩治
こうじ

 海上保安庁総務部情報通信課長 

〃 弘津
ひろつ

 研一
けんいち

 住友電気工業(株)パワーシステム研究所機器・システム部長 

〃 藤原
ふじわら

 久夫
ひさお

 (一社)日本船主協会通信問題サブワーキンググループ 

〃 松井
まつい

 房樹
ふさき

 (一社)電波産業会研究開発本部長 

〃 松崎
まつざき

 正
ただし

 三菱電機(株)戦略事業開発室主管技師長 

〃 松本
まつもと

 泰
やすし

 (独)情報通信研究機構 電磁波計測研究所 電磁環境研究室 室長 

〃 望月
もちづき

 健司
けんじ

 日本放送協会技術局計画部チーフエンジニア 

〃 芳野
よしの

 赳夫
たけお

 (一社)日本アマチュア無線連盟電磁環境委員会委員長 

〃 和田
わ だ

 博之
ひろゆき

 (一社）全日本航空事業連合会事務局長 

 

別表２ 
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別添 

 

 

 

 

 

 

電気通信技術審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」

のうち「広帯域電力線搬送通信設備の屋外利用に係る許容値及び測定法」についての一部答申

（案） 
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広帯域電力線搬送通信（電力線搬送通信設備のうち、搬送波の周波数が 2 MHz から 30MHzま

での範囲にあるものに限る。以下「電力線搬送通信」を「PLC」という。）設備の屋外利用に

係る許容値及び測定法については、次のとおりとすることが適当である。 

 
１ 対象設備 

 本許容値及び測定法は、次の条件を満足する屋外広帯域 PLC 設備及び屋外広帯域 PLC 内

蔵設備に適用する。 
(1) 屋外広帯域 PLC 設備 

ア 定格電圧 100 V又は 200 V及び定格周波数 50 Hz又は 60 Hzの単相交流を通じる電力

線を信号伝送用に用いる広帯域PLC設備で、同一の分電盤※の屋内側に接続され、かつ、

同一の者が占有する連続した敷地内の他の広帯域PLC設備と通信するもの。なお、屋内

でのみの使用を目的とするもの及びPLC信号の受信のみを目的とするものを除く。 
※ 同一施設内に複数の分電盤が存在する大規模施設の場合、各分電盤を集約した施設

全体の分電盤を指す。 
イ 搬送波の周波数が、2 MHz から 30 MHz までの範囲にあること。 

(2) 屋外広帯域 PLC 内蔵設備 
(1)のア及びイの条件を満たす屋外広帯域 PLC 装置を他の機器に内蔵した設備。 
 

  本答申において、特に信号を送信し及び受信する伝送装置のみを指す場合には「PLC 装

置」とし、一般に PLC 装置と電力線を含めた広い概念のものを指す場合には「PLC 設備」

としている。 
以下、特に区別する場合を除き、屋外広帯域PLC装置には屋外広帯域PLC内蔵装置を、

屋外広帯域PLC設備には屋外広帯域PLC内蔵設備を含むものとする。 

 
２ 許容値 

 屋外広帯域装置の電磁妨害波に適用する許容値を表１に示す。 
 

表１ 屋外広帯域 PLC 装置の電磁妨害波に関する許容値 

 測定点 通信状態 非通信状態 

伝導妨害波 電源端子 

0.15 MHz～0.5 MHz 
<QP> 36～26 dBμA(注１) 

<Av> 26～16 dBμA(注１) 
ISN1 を使用 

0.15 MHz～0.5 MHz 
<QP> 66～56 dBμV(注 1) 
<Av> 56～46 dBμV(注 1) 

AMN 使用 
0.5 MHz～2 MHz 
<QP> 26 dBμA 
<Av> 16 dBμA 

ISN1 を使用 

0.5 MHz～5 MHz 
<QP> 56 dBμV 
<Av> 46 dBμV 

AMN 使用 
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2 MHz～15 MHz 
<QP> 20 dBμA 
<Av> 10 dBμA 

ISN1 を使用 

5 MHz～15 MHz 
<QP> 60 dBμV 
<Av> 50 dBμV 

AMN 使用 
15 MHz～30 MHz 
<QP> 10 dBμA 
<Av>  0 dBμA 

ISN1 を使用 

15 MHz～30 MHz 
<QP> 60 dBμV 
<Av> 50 dBμV 

AMN 使用 

通信端子 

0.15 MHz～0.5 MHz 
<QP> 40～30 dBμA(注１) 
<Av> 30～20 dBμA(注１) 

ISN2 を利用 

 

0.5 MHz～30 MHz 
<QP> 30 dBμA 
<Av> 20 dBμA 

ISN2 を利用 

 

放射妨害波 距離 1 0m 

30 MHz～230 MHz 
<QP> 30 dBμV/m 

 

230 MHz～1000 MHz 
<QP> 37 dBμV/m 

 

 <QP>及び<Av>は、それぞれ準尖頭値及び平均値を表す。 
 ISN1 及び ISN2 は、それぞれ電源端子用及び通信端子用のインピーダンス安定化回路

網を表す。 
 AMN は、擬似電源回路網を表す。 
 周波数範囲の境界においては、低い方の許容値を適用する。 
（注１） 許容値は、周波数の対数に対して直線的に減少するものとする。 

 
３ 測定設備 
 屋外広帯域 PLC 装置の電磁妨害波の測定に使用する設備は、以下のとおりとする。 

 
3.1 測定用受信機 

準尖頭値測定用受信機は、平成 19 年度情報通信審議会答申（「諮問第３号『国際無線障

害特別委員会(CISPR)の諸規格について』のうち、『無線妨害波及びイミュニティ測定装置の技

術的条件』をいう。以下同じ。）の第１編４「周波数 9 kHz から 1000 MHz までの準尖頭値

測定用受信機」に規定された特性を満足すること。 
 平均値測定用受信機は、平成 19 年度情報通信審議会答申の第１編６「周波数 9 kHz か

ら 18 GHz までの平均値測定用受信機」に規定された特性を満足すること。 
 
3.2 伝導妨害波測定設備 
3.2.1 擬似電源回路網 

 擬似電源回路網(AMN)は、平成 19 年度情報通信審議会答申の第２編 4.3「50 Ω／50 μ
H Ｖ型擬似電源回路網(0.15 MHz から 30 MHz まで)」に規定された特性を満足すること。 
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3.2.2 インピーダンス安定化回路網 
(a) 電源端子用インピーダンス安定化回路網（ISN1） 
 電源端子用インピーダンス安定化回路網（ISN1）は、以下の特性を満足すること。 
①  被測定屋外広帯域 PLC 装置を接続するための供試機器端子、AC 電源端子及び接地端

子を備えていること。 
②  供試機器端子から見たコモンモードインピーダンスは、周波数範囲 0.15 MHz～30 

MHz において、25 Ω±3 Ω、位相角 0°±20°であること。 
③  供試機器端子から見たディファレンシャルモードインピーダンスは、周波数範囲 0.15 

MHz～30 MHz において、100 Ω±10 Ω、位相角 0°±25°であること。 
④ 供試機器端子から見たLCLは、周波数範囲0.15 MHz～30 MHzにおいて、16 dB±3 dB

であること。 
（注）LCL の定義は、ITU-T 勧告 G.117（1996）を参照。 

⑤ AC 電源端子に接続された対向屋外広帯域 PLC 装置（補助装置）から発生する信号波

（ディファレンシャルモード）がコモンモードに変換されて測定結果に現れることを防

ぐために、補助装置からの信号波を 40 dB 以上減衰すること。 
⑥ 補助装置から発生するコモンモード電流が供試機器端子に現れる割合は、0.15 MHz～

30 MHz の範囲において、－35 dB 以下であること。 
 

(b) 通信端子用インピーダンス安定化回路網(ISN2) 
通信端子用インピーダンス安定化回路網(ISN2)は、平成 22 年度情報通信審議会答申（「諮

問第 3 号『国際無線障害特別委員会(CISPR)の諸規格について』のうち、『情報技術装置から

の妨害波の許容値と測定法』の一部答申」をいう。以下同じ。）の 9.6「通信ポートにおける

伝導妨害波の測定法」に規定された特性を満足すること。 
 

3.2.3 電流プローブ 
 電流プローブは、平成 19 年度情報通信審議会答申の第２編 5.1「電流プローブ」に規定

された特性を満足すること。 
 

3.3 放射妨害波測定設備 
3.3.1 測定場 

 周波数 30 MHz～1000 MHz の測定に使用する放射妨害波測定場は、平成 19 年度情報通

信審議会答申の第４編５「周波数 30 MHz から 1000 MHz までの無線周波電界強度測定用

試験場」に規定された測定距離 10m に使用する測定場の特性を満足すること。 
 なお、野外試験場の代わりに電波無反射室（金属大地面付き）を利用する場合は、電波無

反射室は平成 19 年度情報通信審議会答申の第４編５に規定された特性を満足すること。 
 

3.3.2 測定用アンテナ 
 周波数 30 MHz～1000 MHz の測定に使用するアンテナは、平成 19 年度情報通信審議会

答申の第４編４「無線周波放射妨害波測定用アンテナ」のうち、4.4「30 MHz から 300 MHz
までの周波数帯」及び 4.5「300 MHz から 1000 MHz の周波数範囲」に規定された特性を
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満足すること。 
 
４ 測定法 
 屋外広帯域 PLC 装置の電磁妨害波の測定法は、以下のとおりとする。 

 
4.1 電源端子における伝導妨害波の測定 (0.15MHz～30 MHz) 
 被測定屋外広帯域 PLC 装置の電源端子における伝導妨害波の測定は、当該設備の非通信

状態及び通信状態において、それぞれ以下のように行う。 
なお、外来妨害波の影響を除去するために、測定は電磁遮へい室内で行い、電源供給は高

域除去電源フィルタを介して行うこと。 
 
4.1.1 非通信状態 

 測定には、図１のように、被測定屋外広帯域 PLC 装置及び通信線を介して接続された通

信用装置（例えば、パソコン）を用いる。 
なお、通信用装置から発生する電磁妨害波及び通信線から漏えいする妨害波が、測定結果

に影響を及ぼさないこと。 
1) 被測定屋外広帯域 PLC 装置と通信用装置を、広さ 2 m x 2 m 以上の金属面上に置かれ

た高さ 40 cm の非導電性台の上に設置する。 
2) 擬似電源回路網(AMN)を上記金属面上に設置し、金属面と電気的に接続する。 
3) 被測定屋外広帯域 PLC 装置、AMN 及び通信用装置を、それぞれの機器に電力線及び

通信線が装着または付属されている場合は、これらの電力線及び通信線を用いて接続する。

また、それぞれの機器に電力線及び通信線が装着あるいは付属されていないが、使用する

電力線及び通信線が長さを含めて指定されている場合は、指定された電力線及び通信線を

用いて図１のとおり接続する。 
なお、これらにより難い場合は、通常使用する線路と同じ特性でかつ長さ 1 m のもの

を用いる。 
4) 被測定装置と AMN の距離は 80 cm に固定し、余分な電力線は長さ 40 cm の束にして

まとめる。 
5) AMN の電源端子を電源に接続して、被測定装置及び通信用装置を動作させる。 

なお、被測定装置は、非通信状態にする。 
6) 測定用受信機を AMN の測定端子に接続し、妨害波電圧の準尖頭値(QP)及び平均値(Av)
を測定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 電源端子妨害波電圧の測定（非通信状態） 
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4.1.2 通信状態 

 測定には、図２のように、被測定屋外広帯域 PLC 装置及び通信線を介して接続された通

信用装置（例えば、パソコン）、さらに被測定屋外広帯域 PLC 装置と電力線を介して通信

を行う対向屋外広帯域 PLC 装置と対向通信用装置を用いる。 
なお、通信用装置、対向屋外広帯域 PLC 装置、対向通信用装置から発生する妨害波、さ

らに通信線から漏えいする妨害波が、測定結果に影響を及ぼさないこと。 
1) 被測定屋外広帯域 PLC 装置と通信用装置、さらに対向屋外広帯域 PLC 装置と対向通信

用装置を、広さ 2 m x 2 m 以上の金属面上に置かれた高さ 40 cm の非導電性台の上に設置

する。 
2) 電源端子用インピーダンス安定化回路網(ISN1)を上記金属面上に設置し、金属面と電気

的に接続する。 
3) 被測定屋外広帯域 PLC 装置、通信用装置、ISN1、対向屋外広帯域 PLC 装置及び対向

通信用装置を、それぞれの機器に電力線及び通信線が装着又は付属されている場合は、こ

れらの電力線及び通信線を用いて図２のとおり接続する。また、それぞれの機器に電力線

及び通信線が装着あるいは付属されていないが、使用する電力線及び通信線が長さを含め

て指定されている場合は、指定された電力線及び通信線を用いて、図２のとおり接続する。 
なお、これらにより難い場合は、通常使用する線路と同じ特性でかつ長さ 1 m のもの

を用いる。 
4) 被測定屋外広帯域 PLC 装置と ISN1 の距離は 80 cm に固定し、余分な電力線は長さ 40 

cm の束にしてまとめる。 
5) ISN1 及び AMN の電源端子を電源に接続して、被測定屋外広帯域 PLC 装置及び対向

屋外広帯域 PLC 装置を介して、通信用装置と対向通信用装置間で通信を行う。 
なお、測定時は、最大通信速度に設定するなど、妨害波が最大となる条件に設定する。 

6) 図２のように、被測定屋外広帯域 PLC 装置の電力線に電流プローブを設置して、ISN1
から 10cm 離れた位置における妨害波電流を測定用受信機で測定する。なお、妨害波電流

の準尖頭値(QP)及び平均値(Av)を測定する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 電源端子妨害波電流の測定（通信状態） 
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4.2 通信端子における伝導妨害波の測定 (0.15MHz～30 MHz) 
 被測定屋外広帯域 PLC 装置の通信端子（平成 22 年度情報通信審議会答申の 3.6 で定義さ

れる「通信ポート」をいう。以下同じ。）における伝導妨害波の測定は、以下のように行う。 
 測定には、図３のように、被測定屋外広帯域 PLC 装置及び通信線を介して接続された通

信用装置（例えば、パソコン）、さらにこれらと電力線を介して通信を行う対向屋外広帯域

PLC 装置と対向通信用装置を用いる。なお、外来妨害波の影響を除去するために、測定は電

磁遮へい室内で行い、電源供給は高域除去電源フィルタを介して行うこと。また、通信用装

置、対向屋外広帯域 PLC 装置、対向通信用装置から発生する妨害波が測定結果に影響を及ぼ

さないこと。 
1) 被測定屋外広帯域 PLC 装置と通信用装置、さらに対向屋外広帯域 PLC 装置と対向通信

用装置を、広さ 2 m x 2 m 以上の金属面上に置かれた高さ 40 cm の非導電性台の上に設置

する。 
2) 通信端子用インピーダンス安定化回路網(ISN2)を上記金属面上に設置し、金属面と電気

的に接続する。 
3) 被測定屋外広帯域 PLC 装置、通信用装置、ISN2、対向屋外広帯域 PLC 装置及び対向

通信用装置を、それぞれの機器に付属する電力線及び通信線が装着または付属されている

場合は、これらの電力線及び通信線を用いて図３のとおり接続する。また、それぞれの機

器に電力線及び通信線が装着あるいは付属されていないが、使用する電力線及び通信線が

長さを含めて指定されている場合は、指定された電力線及び通信線を用いて、図３のとお

り接続する。 
なお、これらにより難い場合は、通常使用する線路と同じ特性でかつ長さ 1 m のもの

を用いる。 
4) 被測定屋外広帯域 PLC 装置と ISN2 の距離は、80 cm に固定する。 
5) ISN2 を通信線接続して、被測定屋外広帯域 PLC 装置及び対向屋外広帯域 PLC 装置を

介して、通信用装置と対向通信用装置間で通信を行う。 
なお、測定時は、最大通信速度に設定するなど、妨害波が最大となる条件に設定する。 

6) 図３のように、被測定屋外広帯域 PLC 装置の通信線に電流プローブを設置して、ISN2
から 10cm 離れた位置における妨害波電流を測定用受信機で測定する。 

なお、妨害波電流の準尖頭値(QP)及び平均値(Av)を測定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図３ 通信端子妨害波電流の測定（通信状態） 
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4.3 放射妨害波の測定 (30 MHz ～ 1000 MHz) 
 被測定屋外広帯域 PLC 装置の放射妨害波の測定は、図４に示すように、3.3.1 項の放射妨

害波測定場において、屋外広帯域 PLC 装置の通信状態において行う。測定には、被測定屋外

広帯域 PLC 装置及び通信線を介して接続された通信用装置（例えば、パソコン）、これらと

電力線を介して通信を行う対向屋外広帯域 PLC 装置と対向通信用装置を用いる。さらに電源

端子用インピーダンス安定化回路網（ISN1）を用いる。 
なお、これらの装置類に対する電源供給は高域除去電源フィルタを介して行うこと。また、

通信用装置、対向屋外広帯域 PLC 装置、対向通信用装置から発生する妨害波が測定結果に影

響を及ぼさないこと。 
 

4.3.1 測定時の装置類の配置 
1) 被測定屋外広帯域 PLC 装置と通信用装置を高さ 80 cm の非導電性回転台に設置する。

さらに ISN1、対向屋外広帯域 PLC 装置と対向通信用装置は、金属大地面上又は金属大地

面下（地下室）に設置する。 
2) ISN1 を金属大地面と電気的に接続する。 
3) 被測定屋外広帯域 PLC 装置、通信用装置、ISN1、対向屋外広帯域 PLC 装置及び対向

通信用装置を、それぞれの機器に付属する電力線及び通信線が装着または付属されている

場合は、これらの電力線及び通信線を用いて接続する。また、それぞれの機器に電力線及

び通信線が装着あるいは付属されていないが、使用する電力線及び通信線が長さを含めて

指定されている場合は、指定された電力線及び通信線を用いて接続する。 
なお、これらにより難い場合は、通常使用する線路と同じ特性でかつ長さ 1 m のもの

を用いる。 
4) ISN1 の電源端子を電源に接続して、被測定屋外広帯域 PLC 装置及び対向屋外広帯域

PLC 装置を介して、通信用装置と対向通信用装置間で通信を行う。なお、測定時は、最大

通信速度に設定するなど、妨害波が最大となる条件に設定する。 
 

4.3.2 周波数 30 MHz～1000 MHz の測定 
1) 3.3.2 項に示す電界測定用アンテナを、図４に示すように、回転台上の被測定屋外広帯

域 PLC 装置及び通信用装置から距離 10 m 離して金属大地面上に設置する。 
2) アンテナに測定用受信機を接続した後、回転台を回転しながら、アンテナの高さを金属

大地面上 1～4 m の範囲で掃引しながら、最大受信レベルを測定する。 
3) 上記の測定を水平偏波及び垂直偏波について行う。 
 

4.3.3 その他の注意事項 
1) 野外の測定では、無線局等の到来電波や周囲雑音の混入が予想されるため、まず、被測

定屋外広帯域 PLC 装置への電源供給を停止し、かつ通信用装置、ISN1、対向屋外広帯域

PLC 装置及び対向通信用装置への電源供給を行った状態で、測定周波数において周囲雑音

レベルを測定し、許容値より 10dB 以上低いことを確認すること。 
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4.4 測定法全般に関わる事項 

(1) 通信端子を有しない屋外広帯域 PLC 内蔵装置の場合、通信端子における伝導妨害波の

測定は必要ない。ただし、電源端子における伝導妨害波、放射妨害波については、通信用

装置に接続する代わりに、最大通信速度に設定するなど、妨害波が最大となる動作条件で、

4.1 及び 4.3 に示した測定法を用いて測定すること。その場合、図１、２、４、５は、図

６～９に置き換えること。 

図４ 放射妨害波の測定 
（この例では、ISN1、対向屋外広帯域 PLC 装置及び対向通信用装置を金属大地面上に設置） 
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図５ 被測定屋外広帯域 PLC 装置等の配置 
（この例では、ISN1、対向屋外広帯域 PLC 装置及び対向通信用装置を金属大地面下に設置） 
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(2) 被測定屋外広帯域PLC装置及び対向屋外広帯域PLC装置に複数の入出力端子がある場

合は、使用しない端子を規定のインピーダンスで終端すること。 
(3) クランプ型の屋外広帯域 PLC 装置については、その装置に装着又は付属する電力線に

クランプして妨害波測定を行うこと。 
(4) 屋外広帯域 PLC 内蔵設備が床置型設備として設置される場合は、図６～図９の配置で

台の上に置く代わりに、基準金属面上に絶縁した状態で 15cm 以下の絶縁材で金属面との

接触を分離すること。 
(5) 床置型設備のユニット間を接続するケーブルは大地面から 4 cm +/- 1 cm の絶縁材で絶

縁すること。 
(6) 屋外広帯域 PLC 装置の接地が指定されている場合は、大地面にボンディングすること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７ 電源端子妨害波電流の測定（通信状態）（PLC 内蔵装置の場合） 
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図６ 電源端子妨害波電圧の測定（非通信状態）（PLC 内蔵装置の場合） 
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５ その他 
5.1 屋外に設置される電力線の設置に係る条件について 

 屋外に設置される電力線は、屋外コンセントに直接接続し、PLC装置に装着、付属又は

指定のケーブルがある場合はそれを使用すること。装着、付属及び指定のケーブルがない場

合は、以下のような状態にならないようにすること。 

(1)  屋外広帯域PLC設備の電力線に不平衡成分を有する機器を接続すること。 

図８ 放射妨害波の測定（PLC 内蔵装置の場合） 
（この例では、ISN1、対向屋外広帯域 PLC 装置及び対向通信用装置を金属大地面上 
に設置） 

PLC 
測定用 
受信機 

金属大地面 

PLC 回転台 
0.8m  

被測定屋外広帯域 

PLC 内蔵装置 

対向屋外広帯域 PLC 
装置、ISN1 など 

 

ISN1 

PLC 

金属大地面 
PLC 

回転台 
ISN1 

大地反射波 

直接波 

測定用 
アンテナ 

アンテナ高 
1～4 m 

10 m 

図９ 被測定屋外広帯域 PLC 装置等の配置（PLC 内蔵装置の場合） 
（この例では、ISN1、対向屋外広帯域 PLC 装置及び対向通信用装置を金属大地面下に設置） 
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広帯域PLC内蔵装置 

金属大地面 
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(2)  屋外広帯域PLC設備の電力線の片線を接地すること。 

(3)  屋外広帯域PLC設備の電力線に直列に片切り又は両切りスイッチを含む分岐電力線を接

続すること。 

 

5.2 屋外広帯域 PLC 装置の製造業者など関係者の努力 
 屋外広帯域 PLC 装置の製造業者など関係者においては、広帯域 PLC 設備の屋外利用が

広く一般世帯に普及することを考慮して、設備の設置工事業者が適切な工事を行えるよう、

設備利用者が無線利用との共存について十分に理解できるように必要な情報を周知するこ

と、及び、利用者からの相談に応じられるように相談窓口を設けることが必要である。さら

に、万一漏えい電波が無線利用に障害を及ぼした場合に備えて、PLC 信号の停止機能など、

屋外広帯域 PLC 装置に漏えい電波による障害を除去することができる機能を施すとともに、

障害が発生した場合にその除去に積極的に協力することが必要である。 
 
5.3 許容値・測定法の見直し 

 本答申は、無線利用の保護に最大限配慮し、技術的に詳細な検討を行って、広帯域 PLC
設備の屋外利用に係る許容値及び測定法を検討したものであるが、今後、無線利用との共存

状況について把握し、新たに考慮すべき知見が得られた場合など、必要に応じて許容値及び

測定法を見直すことが重要である。 
 また、広帯域 PLC 設備の漏えい電波に関して、無線通信規則や CISPR 規格が策定され

た場合、又は、現在、電波監理審議会付議されている広帯域 PLC 設備の型式指定処分に係

る異議申立ての審理において技術基準の見直しが決定された場合は、必要に応じて許容値及

び測定法を見直すことが重要である。 
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